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【研究の目的】 
本研究は、訪問と通所によるリハビリテーション（以下リハ）の提供が、脳血管疾患を有する
要介護者と主介護者に及ぼす影響について、日常生活動作と健康関連 QOLの観点から追跡調査を
行った。さらに、訪問と通所の併用によるリハの提供と、どちらか一方を提供した場合の利用者
と主介護者における変化の違いを把握し、リハの提供形態の違いが及ぼす影響ついて検討するこ
とにより、「在宅系サービスにおけるリハビリテーションのあり方」について明らかにする。 
【研究方法】 
リハ利用者には、機能的自立度（FIM）と健康関連 QOL（SF-36）、一方、主介護者には、健康関
連 QOL（SF-36）のみを調査した。訪問リハ群、通所リハ群、併用リハ群の 3群を設定し、各群の
リハ開始から 6ヶ月後の変化の特徴を把握した。また、どちらか一方のリハを提供した場合と併
用した場合の機能的自立度と健康関連 QOLの 6ヶ月後の得点差を多重比較した。 
【結果と考察】 
第 1に、リハ利用者の FIMは、すべての群において、自立度が低い利用者でセルフケア・排泄・
移乗・移動・コミュニケーション・社会認識の項目で改善がみられた。一方、自立度が高い利用
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者では、セルフケア・移乗・移動で改善がみられた。加えて、3 群間の 6 ヶ月後の得点差の比較
では、併用リハ群の自立度が低い利用者で、セルフケア・移動においてより改善がみられること
から、訪問・通所によるリハを同期間に併用した方が有効な可能性が高い。 
第 2に、利用者の健康関連 QOLは、すべての群の身体機能・日常役割機能の身体・活力・日常
役割機能の精神の項目で得点が上昇していた。また、各群の特徴として、訪問リハ群では、体の
痛みと全体的健康感の得点が上昇しており、セラピストが利用者と一対一で関わり一定時間のリ
ハを行うことが、改善の要因であることが示唆された。一方、通所リハ群では、社会生活機能と
心の健康の得点が上昇しており、通所リハの利用によって利用者は普段のつきあいが妨げられる
ことなく、心の健康を保持できている可能性がある。加えて、3 群間の 6 ヶ月後の得点差の比較
では有意差がないことから、提供形態の違いが利用者の健康関連 QOLに影響しない可能性が高い。 
第 3に、主介護者の健康関連 QOL は、すべての群で心の健康の得点が上昇しているが、身体機
能は低下していることから、いずれのリハを利用しても心の健康は保たれるが、身体機能は改善
されず、介護負担感の増悪につながる可能性が考えられた。さらに、各群の特徴として、通所リ
ハ群では体の痛みの得点が上昇しており、通所リハの提供によって介護から離れる時間を持てる
ことが、体の痛みの改善に寄与している可能性がある。また、全体的健康感・社会生活機能・日
常役割機能の精神については、通所リハ群と併用リハ群に共通して改善がみられることから、通
所リハの利用は、主介護者のメンタルケアに重要な役割を担うことが示唆された。加えて、3 群
の得点差の比較では、活力と日常役割機能の精神の得点が上昇していることから、「疲れ果てて
いて活力がない」あるいは、「仕事やふだんの活動時間が確保できていない」と感じている主介
護者のために、併用してリハを提供することによって効果が得られる可能性がある。 
【結論】 
脳血管疾患を有する在宅系リハの利用者と主介護者にとって、訪問・通所によるリハの提供は
心身機能の維持・改善を図る上で有益であり、ADL・QOLの改善の特徴を生かして提供することが
重要である。さらに、リハの併用によって、利用者のセルフケアと移動、主介護者の活力と日常
生活機能が改善されることから、包括的に提供できるシステムを構築することが必要と考える。 
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